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大田市立病院敷地内保険薬局設置事業公募型プロポーザル実施要項 

 

１ 実施要項の趣旨 

この実施要項（以下「本要項」という。）は、大田市立病院（以下「当院」という。）の敷地内

に保険薬局を開設させるための事業者を公募型プロポーザル方式により選定するにあたり、当該プ

ロポーザルへの参加要件のほか、企画提案に係る審査・評価方法等の諸条件及び手続等を定めるも

のである。 

 

２ 選定の基本方針 

 保険薬局の設置にあたり、次の基本方針をもとに事業者を選定する。 

（１）当院が担っている救急・周産期・がん等の医療及び災害拠点病院としての機能に対応でき、

発行する処方箋枚数に対応できる者であること。 

（２）地域包括ケアシステム確立のための かかりつけ薬局（地域薬局）の推進に向け、敷地内薬

局と地域薬局との共存を目指せる者であること。 

（３）利用者が使いやすく、当院来院者の利便性の向上に寄与するものであること。 

（４）事業者の資金と運営能力によって施設整備、維持管理、運営を委ねることで、良好な保全状

態を維持し、長期的な観点で維持管理経費の節減が図れる者であること。 

 

３ 事業概要 

（１）事業の名称 

大田市立病院敷地内保険薬局設置事業 

（２）事業内容 

事業者が当院の敷地の一部を賃借し、全ての費用を負担して保険薬局を設置するために必要

な建物及び機材等を整備し、所定の期間にわたり当該薬局を運営する。 

（３）事業の実施場所（本件貸付地） 

  ア 所在地 

大田市大田町吉永１４２８番地３の一部 ※当院敷地内 

  イ 公法上の規制 

    用途地域  南側…第１種中高層住居専用地域、北側…第１種住居地域 

    建ぺい率  ６０％ 

    容 積 率  ２００％ 

    防火地域  指定なし（法第２２条区域） 

    埋蔵文化財 なし 

  ウ 貸付地 

地  目  宅地 

    所 有 者  大田市 

    貸付面積  ６００㎡ 

（４）公募する保険薬局（事業者）の数 

１店舗 
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４ 担当部署 

所在地 ： 〒６９４－００６３ 大田市大田町吉永１４２８番地３ 

施設名 ： 大田市立病院 

事務局 ： 事務部新病院建設室 

電 話 ： ０８５４－８２－０３３０（代表） 

E-mail ： shinbyouin＠ohda-hp.ohda.shimane.jp 

 

５ 公募の条件 

（１）貸付地の条件 

  ア 本要項において選定した事業者（以下「優先交渉権者」という。）は、大田市病院事業管

理者（以下「管理者」という。）と、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の

４第２項第１号、地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第２６条の５に規定

する行政財産の貸し付けに係る契約を締結する候補者となるものとする。 

  イ 管理者は、本件貸付地を借地借家法（平成３年法律第９０号）第２３条第２項に規定する

事業用定期借地権の設定で事業者に貸し付け、事業者はこれを借り受けるものとする。 

  ウ 貸与期間は、工事着工月の初日から２０年間とする。ただし、本件貸付地について公用又

は公共用に供する必要が生じたときは、契約を解除することがある。 

  エ 本件貸付地について、貸し付けに伴う権利の全部又は一部を第三者に譲渡し、転貸し、質

入し若しくは担保に供し、又は営業の委託若しくは名義貸しをしてはならない。ただし、あ

らかじめ、管理者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

  オ 本件貸付地は、旧病院を解体して更地の状態で貸し付けるものとし、当院が設置する上・

下水道管、電気配管の設備に変更を要する場合は、すべて事業者側で行うものとする。 

  カ 行政財産使用料とは別に課せられた公租公課は、事業者の負担とする。 

  キ 貸付期間満了後は、原則として原状に復した上、返還しなければならない。ただし、当院

がその必要がないと認めたときは、この限りでない。 

ク 本件貸付地は、禁煙区域であるため、灰皿等を設置しないものとする。 

  ケ 本件貸付地に保険薬局の利用者用及び従業員用の駐車場を整備するものとする。 

コ 本件貸付地のうち、進入路等保険薬局の建築部分以外の部分は、保険薬局利用者以外の者

の通行を妨げないものとする。 

（２）貸付地の使用料 

  ア 大田市行政財産使用料条例（平成１７年条例第５７号）第２条の規定に基づき、使用料を

徴収する。 

イ 使用料は、土地整備費及び土地評価額により算定した月額７２，０００円を最低価格とし、

事業者の提案価格をもって使用料とする。 

（３）建物等の整備の条件 

  ア 保険薬局の設置に必要な設計費、工事費、機器・備品費及びそれらに伴う手続き費用等一

切は、事業者が負担する。 

  イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６９条に規定する建物を整備すること。 
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  ウ バリアフリー及びユニバーサルデザインに対応した建物を整備すること。 

エ 関係法令等に従い、病院建物や周辺地域との景観等を考慮すること。 

  オ 薬局建物の外観やデザインについて、工事着手前に管理者と協議すること。 

  カ 本件貸付地周辺は、病院外構工事及び県道改良工事等が実施されているため、工事着手前

に関係者と十分な打ち合わせを行うこと。 

  キ 上・下水道、電気、ガス、通信設備等を接続する際は、当院及び関係機関と協議すること。 

  ク 本件貸付地の隣接にリハビリ公園（仮称）を整備する予定であるため、屋外から利用可能

な多目的トイレを設置し、管理すること。 

 ケ 保険薬局の開設時期は、新病院のグランドオープン（令和３年９月末頃）に合わせること。 

（４）運営の条件 

  ア 当院の外来診療日及び診療時間（午前８時３０分から午後５時１５分）に対応し、当院の

院外処方に応需することができる調剤機能を有すること。 

   参考：年間の外来患者数及び処方箋発行枚数 

 外来患者数 処方箋発行枚数 うち院外処方箋枚数 院外処方箋率 

Ｈ27年度 ９３，１０４人 ４２，８３７枚 ３８，３１９枚 ８９．５％ 

Ｈ28年度 ９６，１０７人 ４１，５７８枚 ３９，６５１枚 ９５．４％ 

Ｈ29年度 １００，３２０人 ４６，５７３枚 ４１，８３３枚 ８９．８％ 

Ｈ30年度 １０１，４７６人 ４３，３４２枚 ４１，０６８枚 ９４．８％ 

Ｒ１年度 １０３，８１５人 ４７，３９１枚 ４２，６７６枚 ９０．１％ 

  イ 保険薬局の運営に必要な人件費、光熱費、物品費、その他運営全般に係る経費は、事業者

が負担する。 

  ウ 保険薬局の運営が可能な人員を継続的に確保すること。 

エ 在宅医療に対応できる かかりつけ薬局としての機能を有すること。 

オ 保険薬局から排出される廃棄物等は、事業者の責任において処分すること。 

カ 当院が開催するイベント開催時には協力すること。 

  キ 保険薬局を運営するにあたって当院及び第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償す

ること。 

（５）プロポーザルにおいて企画提案を求める事項 

ア 本事業の実施体制 

（ア）事業実施の基本的な考え方 

（イ）事業における実施体制 

（ウ）想定されるリスクと予防対策、発生時の対応 

イ 本事業の進め方 

（ア）薬局開設までの事業全体スケジュール 

 （イ）工事を円滑に遂行でき、安全かつ効率的に実施するための進め方 

ウ 安心安全な薬物療法の提供 

  （ア）当院は、救急・周産期・がん等の医療を担う圏域の基幹病院であるため、高度な薬学管

理のニーズに対応可能な薬剤師の配置 
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  （イ）認定薬剤師等の資格を有する者の配置 

（ウ）混雑による待ち時間が発生しない適切な人員配置 

（エ）在宅患者への薬学的管理及び服薬指導 

（オ）在宅中心静脈栄養法用輸液、抗悪性腫瘍薬等の調剤機能整備 

（カ）災害等による流通機能停止時に営業可能な、十分な薬品の備蓄又は流通の確保 

（キ）その他 

  エ 利便性の向上 

  （ア）年間営業日数（休業日の考え方） 

（イ）営業時間 

  （ウ）２４時間３６５日体制（営業時間外に患者からの電話相談に対応できる体制等） 

（エ）混雑緩和や待ち時間短縮に係る対策 

（オ）クレジットカード等のキャッシュレス決済 

（カ）その他 

オ 当院への有益な提案 

 （ア）病院機能の向上に資する便益施設（例えば、レストラン、コンビニエンスストア、会議

室、休憩室等の自由提案） 

 （イ）病院職員の負担を軽減する工夫 

 （ウ）その他 

カ 医師会、薬剤師会及びその他の関係機関等との連携 

  （ア）薬物療法を実施するにあたっての医療機関との連携 

（イ）患者の服薬指導や残薬管理に係る医療機関及び健診・保健指導の実施機関等との連携 

  （ウ）近隣の保険薬局及び関係団体との連携や、行政が推進する事業への協力 

  キ 建築計画 

  （ア）医薬品等の相談や健康相談に対応できるプライバシーに配慮した相談コーナーの設置 

  （イ）車椅子やバギー等が乗り入れ可能なスペースの確保 

  ク 使用料 

貸付地の月額使用料 

（６）その他 

  ア 顧客情報が漏洩することのない、必要な措置を講ずること。 

  イ 薬局の開設許可、保険薬局の指定に関しては、あらかじめ関係機関と調整すること。 

 

６ 参加資格要件 

 プロポーザルに参加できる事業者は、次に掲げる要件を全て満たす者であって、この事業を円滑

に遂行でき、安定的かつ健全な財務能力を有している者とする。なお、本要項の公表の日（以下

「基準日」という。）から事業用定期借地権設定契約の締結の日までの間に、参加資格要件のいず

れかを満たさなくなった者は、参加資格を有していない者とみなす。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号のいずれにも該当

しない者であること。 

（２）大田市建設工事等入札参加資格者に対する指名停止等に関する措置要綱（平成１７年大田市
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告示第１３号）の規定による指名停止を受けていない者であること。 

（３）地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第２６条の５に規定する者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続の開始の申立て又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続の開始の申立てが

なされた場合は、更生計画の認可決定又は再生計画の認可決定がなされていること。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条第６号に規

定する暴力団員又は同法第２条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有す

る者を経営に関与させていないこと。 

（６）大田市の市税等の未納の徴収金がないこと、かつ、消費税及び地方消費税の未納がないこと。 

（７）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律 第

１４５号）第７５条第１項及び第７５条の２第１項の規定に基づく行政処分を現に受けている

期間中でないこと。 

（８）保険調剤薬局については、令和２年１月１日現在、島根県内に本店又は支店を置く者であ

り、かつ、保険薬局指定の資格を有して基準日前３年間における保険薬局の運営実績を有する

者であること。 

 

７ プロポーザルのスケジュール 

期間等 内容 

令和2年7月20日(月)～7月31日(金)  プロポーザル実施要項等の公表・交付期間 

令和2年7月20日(月) 参加表明書の受付開始 

令和2年7月31日(金) 午後5時 参加表明書に係る質問書提出期限 

令和2年8月 5日(水) 参加表明書に係る質問への回答期限 

令和2年8月 7日(金) 午後5時 参加表明書提出期限 

令和2年8月21日(金) 参加資格審査結果通知 

令和2年8月25日(火) 企画提案書に係る質問書提出期限 

令和2年8月31日(月) 企画提案書に係る質問への回答期限 

令和2年9月 4日(金) 午後5時 企画提案書等の提出期限 

令和2年10月9日(金) 選定委員会（ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ・ﾋｱﾘﾝｸﾞ） 

令和2年10月中旬予定 審査結果の通知 

令和2年10月下旬予定 事業用定期借地権設定契約書の締結 

 

８ 優先交渉権者選定のための審査 

 審査は、大田市立病院敷地内保険薬局設置事業優先交渉権者選定委員会（以下「選定委員会」と

いう。）において、一次審査（本プロポーザルへの参加資格審査）及び二次審査（企画提案内容等

を総合的に審査）を実施する。 

（１）資格審査 

ア 提出された参加表明書等を基に、選定委員会が資格要件について審査を行い、本プロポー

ザルに参加できる有資格者（以下「参加者」という。）であることを確認する。 
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イ 要件を備えていない場合は、失格とする 

（２）ヒアリングの実施 

  ア 提出された企画提案書等を基に、選定委員会がヒアリングを実施する。 

  イ ヒアリングは令和２年１０月９日（金）に予定しており、詳細は参加者に別途通知する。 

  ウ 出席者は、説明者を含め３名以内とする。 

（３）総合審査 

  ア 企画提案書等及びヒアリング内容を「大田市立病院敷地内保険薬局設置事業公募型プロポ

ーザル優先交渉権者選定基準書」に基づいて選定委員会が審査し、当該事業の実施に最も適

していると認められる参加者を優先交渉権者とする。 

  イ 優先交渉権者に次いで当該業務に適していると認められる参加者を次順位者とする。 

  ウ 参加者からの提案が保険薬局開設に対して不利益になると認められる場合は、当該提案を

採用しない場合がある。 

  エ 審査結果は、全ての参加者に郵送で通知するとともに、当院のホームページにおいて公表

する。なお、結果についての異議申し立ては受け付けない。 

   

９ プロポーザルに係る関係資料の交付 

本プロポーザルに関する様式及び貸付地の敷地図が必要な場合は、当院のホームページからダ

ウンロードすること。 

 

１０ 参加表明書等の提出 

本プロポーザルに参加を表明する者は、次のとおり書類を作成し、提出すること。 

（１）提出書類（以下の提出書類を総称して「参加表明書等」とする。） 

ア 参加表明書兼誓約書（様式１-１） 

イ 参加資格審査調書（様式１-２） 

ウ 大田市税等収納状況確認承諾書（様式１-３） 

※ 大田市内に本店又は営業所がない場合は、「賦課のない申出書」（様式は任意）を提出 

エ 消費税及び地方消費税の未納税額のない証明書 

オ 役員等名簿及び照会承諾書（様式１-４） 

カ 基準日前直近３年分の決算資料（貸借対照表、損益計算書等の写し） 

キ 登記事項証明書の写し 

ク 会社概要、事業概要、沿革、営業実態等が分かるもの（パンフレットなどでも可） 

（２）提出期限 

令和２年８月７日（金）午後５時まで 

（３）提出部数 

各１部 

（４）提出先 

４の担当部署 

（５）提出方法等 

ア 持参又は郵送とする。 
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  イ 持参の場合は、午前８時３０分から午後５時まで（土、日曜日及び祝日を除く。） 

（６）参加資格の確認結果 

ア 令和２年８月２１日（金）に電子メールで通知する。 

イ 参加資格がないと認めた事業者については、確認結果の通知にその理由を記載する。 

 

１１ 参加表明書等に関する質問書の提出手続等 

参加表明書等の作成又は提出に関する質問がある場合は、質問書（様式１-５）を提出するこ

と。 

（１）提出期限 

令和２年７月３１日（金）午後５時まで 

（２）提出先 

４の担当部署 

（３）提出方法 

電子メール（送信後、必ず担当部署に着信確認を行うこと。） 

（４）質問に対する回答 

令和２年８月５日（水）に当院のホームページに掲載する。なお、回答については、本要項の

追加又は修正とみなす。 

 

１２ 参加表明後の辞退 

参加表明書の提出後、参加を取り止める場合は、参加辞退届（様式１-６）を提出すること。 

（１）提出期限 

令和２年８月１４日（金）午後５時まで 

（２）提出先 

４の担当部署 

（３）提出方法 

１０の（５）に同じ 

 

１３ 現地説明会 

現地説明会は実施しない。 

 

１４ プロポーザル参加者が１者である場合の措置 

参加者が１者であっても、企画提案書等の審査を実施する。 

 

１５ 企画提案書等の提出 

本プロポーザルの参加者として通知を受けた者は、次のとおり書類を作成し、提出すること。 

（１）提出書類（以下の提出書類を総称して「企画提案書等」とする。） 

ア 企画提案書提出届（様式２-１） 

イ 企画提案書 

ウ 使用料提案書（様式２-２） 
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エ 事業収支計画書（様式２-３） 

（２）企画提案書の書式等 

ア ５の公募の条件 「（５）プロポーザルにおいて企画提案を求める事項」に掲げる項目に

対する考え方及び具体的な提案をＡ４判（様式は任意）１０枚以内で記載すること。また、

企画提案内容を表す 本件貸付地の配置図案及び薬局の平面図案をＡ３判で作成し、添付す

ること。 

イ 用紙は片面のみを使用し、上下左右の余白は２０ｍｍを目安とすること。 

ウ 評価項目ごとに区分けし、イラスト、イメージ図並びに文章表現を含めて自由とするが、

文字の大きさは１１ポイント以上とし、読みやすさに配慮すること。なお、専門的略語等の

使用についても極力控えること。 

エ 会社名やロゴマーク等、参加者名が特定できる内容を記載しないこと。 

（３）使用料提案書の作成等 

月額の使用料を記入すること。 

（４）事業収支計画書の作成 

初年度（薬局開局後）から貸付最終年度までの年度毎の収支計画をＡ３判で作成（項目は任

意）し、提出すること。 

（５）提出部数 

  １５の（１）ア、ウ、エ  各１部 

  １５の（１）イ  １１部（正本１部、副本１０部） 

（６）提出期限 

令和２年９月４日（金）午後５時まで 

（７）提出先 

４の担当部署 

（８）提出方法 

１０の（５）に同じ 

 

１６ 企画提案書等に関する質問書の提出手続等 

企画提案書等の作成又は提出に関する質問がある場合は、質問書（様式１-５）により提出する

こと。 

（１）提出期限 

令和２年８月２５日（火）午後５時まで 

（２）提出先 

４の担当部署 

（３）提出方法 

電子メール（送信後、必ず担当部署に着信確認を行うこと。） 

（４）質問に対する回答 

令和２年８月３１日（月）に全参加者へ電子メールで通知する。なお、回答については、本要

項の追加又は修正とみなす。 

 



9 

 

１７ 提出された書類の取扱い 

事業者から提出のあった書類については、次の取扱いとする。 

（１）提出された書類は、原則非公開とする。 

（２）提出された書類は、返却しない。 

（３）提出された書類は、プロポーザルの参加資格確認及び企画提案内容審査以外に使用しない。 

（４）提出された書類は、審査に必要な範囲で複製を作成する場合がある。 

（５）提出された企画提案書等の訂正、追加及び再提出は認めない。 

（６）著作権は、原則としてそれぞれの参加者に帰属する。ただし、審査によって優先交渉権者に

採用された企画提案書等の著作権は、当院に帰属するものとする。 

 

１８ 失格要件 

参加者が、次の事項のいずれかに該当した場合は、失格とする。 

（１）本要項に定める手続き以外の手法により、選定委員会委員又は事務局等関係者に本プロポー

ザルに対する援助を直接又は間接に求めたとき。 

（２）提出書類に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないとき。 

（３）虚偽の内容が記載されていたとき。 

（４）契約締結までに、６の参加資格要件に掲げる事項を満たさなくなったとき、又は、社会的信

用を失墜させる行為を行ったことが判明したとき。 

（５）１５の（６）に示す提出期限までに、企画提案書等を提出しなかったとき。 

 

１９ 契約の締結等 

事業者との契約締結は、次のとおり行うものとする。 

（１）当院は本プロポーザルにおいて優先交渉権者に選定された者と契約交渉を行うこととする

が、契約の締結に至らなかった場合は、次順位者と交渉を行うものとする。 

（２）当院は優先交渉権者（又は次順位者）との協議を行い、両者合意に至った場合は、その協議

結果を基に更なる契約条件の詳細を含めた事業用定期借地権設定契約を締結する。なお、事業

用定期借地権設定契約書は、公正証書により作成するものとし、これに係る作成費用及び印紙

代等は事業者の負担とする。 

 

２０ 使用料等の納付 

 行政財産使用料及び電気使用料については、次のとおり納付するものとする。なお、使用料等の

振込に手数料が必要な場合は、事業者の負担とする。 

（１）行政財産使用料は、当院が毎月発行する納入通知書により、指定期日までに支払うものとす

る。 

（２）電気使用料は、当院が整備する店舗用計量器の使用量に基づき算定し、毎月発行する納入通

知書により、指定期日までに支払うものとする。 

 

２１ その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
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（２）本プロポーザルに係る費用は、事業者の負担とする。 

（３）企画提案書等の作成にあたって当院から受領した資料は、了解なく公表及び使用してはなら

ない。 

（４）本要項及び企画提案書等に記載されていない事項については、協議により定める。 

（５）事業の履行にあたっては、当院と優先交渉権者との協議により内容等を確定することとし、

当院は企画提案内容に拘束されない。ただし、契約にあたっては企画提案書等に記載した内容

は最低限保証すること。 


